
- 1 - 

地域福祉を考えるアンケート結果報告書（概要版） 

会津若松市地域福祉課  

 

１ 調査の目的 

この調査は、第２期会津若松市地域福祉計画策定方針（令和元年９月６日決裁）に基づき、

複雑化・多様化する地域における地域生活課題及び地域福祉の推進に係る市民ニーズ、さらに

は第１期地域福祉計画策定後の意識変化を把握することで、第 2 期計画策定作業の円滑化に資

することを目的に実施しました。 

 

２ 調査の方法 

(1) 調査対象者数 

調査対象者数及び調査方法について住民基本台帳から抽出された満20歳以上の市民2,000人

を対象に郵送によるアンケートを実施しました。 

【内 訳】 

20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代以上 

330 人 330 人 330 人 330 人 330 人 350 人 

(2) 調査期間 

令和元年 11 月 15 日から 12 月 2 日までの 2 週間（12 月 11 日到着分まで集計） 

(3) 回答者数 

回答者数は 622 名で 31.1%の回答率となっています。 

 

３ アンケート調査結果まとめ 

今回の調査結果から、「自力での除雪が困難な世帯への支援」を優先的な地域課題とする割合

の減少、「かかりつけ医等の意識」や「健康づくり」、「消費者被害の防止」への意識の高まりな

ど、これまでの取組の成果が表れる一方、「地域福祉への意識向上」や「地域と行政等をつなぐ

相談体制の整備」、「多様化する地域生活課題等への取組の充実」が望まれていることが分かり

ました。 

今回の調査結果を第２期会津若松市地域福祉計画に反映し、本市の福祉施策の向上に取り組

んでまいります。 

 

４ アンケート調査結果 

(1) 回答者の状況 

【年齢】 

○アンケート調査の回答者は 60 歳代及び 70 歳代以上が約半数を占め、年齢が低くなるほど

回答者の割合が低くなる傾向があります。 

20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代以上 不明 

8.5% 12.2% 14.0% 16.1% 24.8% 24.0% 0.5% 
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【居住年数】 

○居住年数については、20 年以上にわたり、住み続けている人が 61.9％を占めています。前

回（平成 25 年度）より「10 年未満」が 4.5 ポイントの増加、「20 年以上 30 年未満」が 7.2

ポイント減少しています。 

21.3%

16.8%

17.7%

16.8%

12.9%

5.3%

7.2%

1.5%

0.3%

16.8%

17.1%

24.9%

13.5%

11.2%

7.9%

4.9%

3.6%

0.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

～10年(370)

～20年(259)

～30年(214)

～40年(206)

～50年(208)

～60年(192)

～70年(103)

～80年(133)

80年～(299)

 

※ グラフ下段は前回調査結果（平成 25 年度）。以下同じ。 

 

【住まいの形態】 

○住まいの形態については「一戸建て（自己・家族所有）」が 79.6％を占めています。前回よ

り、5.2 ポイント減少する一方で、「集合住宅(借家)」が 5.2 ポイント増加しています。 

79.6%

3.2%

2.9%

13.1%

1.1%

84.8%

5.1%

1.6%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

一戸建て(所有)(493)

一戸建て(借家）(20)

集合住宅(所有)(18)

集合住宅(借家)(81)

その他(7)

 

【継続居住の意向】 

○「住み続けたい」、「どちらかと言えば住み続けたい」を合わせると 76.8%となりましたが、

前回より 3.8 ポイント減少し、そのうち「住み続けたい」が 8.8 ポイント減少しています。 

55.3%

21.5%

17.6%

5.7%

64.1%

16.5%

13.9%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

住み続けたい(493)

どちらかと言えば住んでいたい(20)

どちらともいえない(18)

どちらかと言えば出て行きたい(81)
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(2) 地域福祉活動の現状と将来 

【地域活動への参加状況】 

○60.0％の人が地域の活動に参加しておりますが、前回より 9.5 ポイントの減少がみられま

した。全世代において参加率の減少が見られる中、特に 20 代の参加率が他の年代と比較し

て引き続き低い状況にあります。 

60.0%

20.8%

55.4%

50.6%

64.6%

74.3%

64.4%

69.5%

30.4%

58.7%

65.4%

77.8%

78.0%

77.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

全体(612)

20代(53)

30代(74)

40代(85)

50代(99)

60代(152)

70代以上(146)

 

【地域活動への参加状況（町内会加入別）】 

○町内会に加入していない人の地域活動への参加率が低い状況にあります。 

60.0%
65.2%

7.3%

40.0%
34.8%

92.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市内全域(612)

加入していない(55)

参加している 参加していない
 

【参加している活動や行事】 

○その活動内容は、「清掃活動等」に参加している人が 87.2％と最も多い状況です。（複数回

答可） 

40.9%

19.3%

12.5%

87.2%

20.4%

6.5%

12.0%

14.7%

6.8%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

お祭り(150)

地区運動会(71)

地区文化祭(46)

資源物回収・清掃活動等(320)

除雪活動(75)

防犯・防災・交通安全活動(24)

こども会行事(44)

小中学校行事(54)

老人クラブ活動(25)

その他(12)
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【地域生活課題の変化】 

○地域生活課題としては、「現在もしくは将来的に手助けしてほしいこと」にあてはまるもの

すべてに回答してもらったところ、個別項目は前回より多くなっているものの、傾向は前

回と同様であり「安否確認の声かけ」が 59.5％と最も高く、次に「玄関前の除雪」が 48.1％、

「話し相手」が 41.6％と続きました。（複数回答可） 

59.5%

41.6%

34.4%

33.1%

33.4%

30.9%

16.6%

21.4%

48.1%

10.5%

7.7%

21.2%

17.7%

12.7%

1.3%

23.6%

11.2%

8.2%

8.7%

9.1%

7.3%

3.4%

6.7%

19.3%

2.7%

2.1%

5.9%

4.6%

5.0%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安否確認の声かけ(370)

話し相手(259)

悩みごと、心配ごとの相談(214)

日用品などのちょっとした買い物(206)

電球交換などのちょっとした作業(208)

ごみ出し(192)

家の中の掃除(103)

庭の手入れ(133)

玄関前や通路確保のための除雪(299)

短時間の子どもの預かり(65)

保育園・幼稚園の送迎(48)

通院の付き添い（送迎）(132)

病気のときの看病(110)

経済的な支援(79)

その他(8)

 

【将来の地域生活課題に対する支援の充足状況（期待値）】 

○「現在、既に手助けしていること」と「今後手助けできると思うこと」を合算したものか

ら「現在もしくは将来的に手助けしてほしいこと」を差し引いた結果、ほとんどの項目に

おいて、「手助けしている・できる」が「手助けしてほしいこと」を上回っていました。一

方、「通院の付き添い（送迎）」、「病気の時の看病」、「経済的な支援」の項目においては、

「手助けしている・できる」が「手助けしてほしいこと」を下回っています。（複数回答可） 

117

180

85

93

62

96

31

27

153

65

47

▲ 4

▲ 21

▲ 32

1

-50 0 50 100 150 200

安否確認の声かけ

話し相手

悩みごと、心配ごとの相談

日用品などのちょっとした買い物

電球交換などのちょっとした作業

ごみ出し

家の中の掃除

庭の手入れ

玄関前や通路確保のための除雪

短時間の子どもの預かり

保育園・幼稚園の送迎

通院の付き添い（送迎）

病気のときの看病

経済的な支援

その他
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【地域での役割】 

○多くの住民が地域で何らかの役割を担っていただいているものの、「特にない」が 67.0%と

最も多い状況です。（複数回答可） 

2.4%
16.4%

3.2%
5.9%

0.8%
0.3%
2.9%
2.1%
1.1%
1.6%
2.6%

0.6%
0.3%

3.9%
67.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

民生委員・児童委員(15)
町内会役員(102)

日本赤十字奉仕団員(20)
消防団員(37)

スポーツ少年団の指導者(5)
子育て支援関係団体(2)
育成会こども会役員(18)

防犯交通安全関係団体(13)
認知症サポーター(7)
老人会クラブ役員(10)
農業関係団体の役員(16)

保健委員や食生活改善推進員(4)
保護司(2)
その他(24)

特にない(417)

 

【災害時に備え情報を知らせてもよい範囲】 

○災害時の支え合いを目的とする個人情報の提供には、友人・知人、近所の人には提供でき

る人が多い状況です。（複数回答可） 

66.2%

60.3%

45.7%

33.3%

30.3%

22.7%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

友人・知人(394)

近所の人(359)

町内会(272)

民生委員・児童委員(198)

地域の自主防災組織(180)

社会福祉協議会(135)

その他(7)

 

【地域福祉活動への参加可能範囲】 

○地域福祉活動に参加できる人を対象に参加できる範囲を質問したところ、回答者の 42.9％

が町内会の範囲であれば参加できると答えています。しかし、前回調査と比較するとその

割合は減少しており、小学校区や公民館、市全域が増加しました。 

31.8%

42.9%

10.5%

2.0%

4.0%

2.3%

6.5%

33.7%

50.6%

5.4%

1.9%

2.7%

2.0%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

隣組単位（近所）(127)

町内会(171)

小学校区(42)

中学校区(8)

公民館の区域(16)

合併前の区域(9)

市内全域(26)
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【地域福祉活動のリーダー像】 

○地域福祉活動のリーダー像については、「意欲のある人」、「行政等から地域福祉の研修を受

けた人」という意見が多くみられました。それぞれの項目が全体的に減る中「意欲のある

人」が前回調査より 10.0 ポイント増加しました。 

31.1%

25.0%

14.0%

8.2%

0.7%

2.0%

12.3%

21.1%

32.3%

20.2%

10.2%

0.6%

1.8%

13.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

意欲のある個人(187)

地域福祉の研修などを受けた住民(150)

町内会の役員(84)

民生委員・児童委員(49)

老人クラブの委員(4)

その他(12)

わからない(74)

 

【地区担当民生委員・児童委員の認知度（年代別）】 

○民生委員・児童委員については、若い世代の認知度が低くなっています。 

全世代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代以上 

33.4% 7.5% 15.8% 17.6% 28.3% 43.0% 55.3% 

 

【民生委員・児童委員の活動で充実してほしいこと】 

○民生委員・児童委員の役割については、地域住民の見守り、情報の提供、悩みや心配ごと

の相談について高くなっています。 

13.0%

15.9%

30.3%

11.8%

9.4%

19.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

日常生活の悩みや心配ごとの相談(75)

福祉に関する情報の提供(92)

地域住民の見守り(175)

福祉サービス利用にあたっての調整や支援(68)

地域の福祉課題を解決していくための仕組みづくり(54)

特にない(113)
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(3) 地域福祉活動を支え、発展させる社会福祉協議会 

【社会福祉協議会の認知度（年代別）】 

○社会福祉協議会の認知度については、「知っている」、「名前を知っているが、どんな団体か

を知らない」の回答を合わせて 87.9％となっており前回調査より 5.7 ポイント増加してい

ます。20 代では 6.5 ポイント増加しており、年代が低くなるにしたがい認知度は低くなる

傾向にあります。 

34.4%

40.1%

24.5%

37.3%

28.9%

46.0%

48.6%

41.7%

21.9%

29.8%

26.6%

37.8%

37.7%

39.2%

50.0%

47.8%

45.3%

41.3%

57.8%

45.0%

47.3%

47.5%

41.4%

48.1%

52.0%

50.7%

52.4%

50.3%

15.6%

12.1%

30.2%

21.3%

13.3%

9.0%

4.1%

10.8%

36.7%

22.1%

21.3%

11.5%

9.9%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回

今回(601)

【年代別】

20代(53)

30代(75)

40代(83)

50代(100)

60代(148)

70代以上(139)

【前回年代別】

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

知っている 名前は知っている まったく知らない
 

【地区社会福祉協議会の認知度】 

○住民による福祉活動を行う「地区社会福祉協議会」の認知度についいては、「知っている」、

「名前を知っているが、どんな団体かを知らない」が 55.7%でした。 

17.2% 38.5% 44.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている(103)

名前を聞いたことはあるが、活動内容までは知らない(230)

まったく知らない(265)
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【ボランティアやＮＰＯ法人の活動への参加経験（年代別）】 

○ボランティアやＮＰＯ法人の活動への参加経験については、参加したことがある人は

23.7%と前回より 3.9 ポイント増加しました。年代別に見ると 30 代の参加率が 34.7%と最

も高く、前回と比較し 12.2 ポイント増加しています。 

23.7%

23.1%

34.7%

18.8%

23.2%

24.5%

20.6%

19.8%

26.6%

22.5%

15.7%

21.7%

17.5%

18.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

全世代(142)

20代(12)

30代(26)

40代(16)

50代(23)

60代(37)

70代以上(28)
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(4) 地域における地域生活課題と相談体制 

【優先的に解決しなければならない地域生活課題】 

○優先的に解決しなければならない地域生活課題については、前回同様「高齢者のみ世帯の

安否確認」、「災害が発生した際の安否確認や避難誘導」、「自力で除雪が困難な世帯への支

援」、「子どもの教育や将来のことを相談できる環境の整備」という回答が多い状況です。

前回と比較し「自力で除雪が困難な世帯への支援」で 8.1 ポイント減少、「働きながら子ど

もを育てられる環境の整備」では 6.5 ポイント増加しています。 

また、新たに設定した質問のうち「認知症の人や家族への支援」、「管理されていない空

き家・空き地の適正な管理」については、優先的に解決しなければならない課題と感じて

いる人が多くいました。（３つまで回答可） 

46.5%

17.6%

6.6%

6.5%

9.5%

23.7%

8.7%

7.6%

13.2%

10.2%

30.5%

17.7%

2.4%

24.8%

4.8%

7.6%

2.1%

1.8%

44.6%

6.2%

8.4%

11.9%

17.2%

7.0%

5.9%

17.1%

11.9%

30.5%

3.4%

32.9%

7.1%

1.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

高齢者のみ世帯の安否確認(288)

（新）認知症の人や家族への支援(109)

障がい者が地域で自立して生活するための支援(41)

障がい者に対する地域の理解、交流の促進(40)

生活習慣病等を予防するための健康づくりへの取組(59)

働きながら子どもを育てることができる環境の整備(147)

子どもの教育や将来のことを相談できる環境の整備(54)

高齢者、障がい者、子どもなどへの虐待防止(47)

孤立死（孤独死）の防止(82)

犯罪や非行の防止(63)

災害が発生した際の安否確認や避難誘導(189)

（新）管理されていない空き家・空き地の適正な管理…

振り込め詐欺など消費者被害の防止(15)

自力での除雪が困難な世帯への支援(154)

仕事につけない人への就労支援(30)

（新）生活が苦しい世帯への支援(47)

（新）社会から孤立している人の復帰支援(13)

その他(11)

 

※（新）は新たに設定した質問 

【地域で優先的に解決しなければならない課題（類型化）】 

○地域生活課題を類型化すると「社会的弱者の支援」、「災害支援」に対する関心が高い状況

でした。（複数回答可） 

40.5%

13.4%

12.5%

22.9%

9.9%

0.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

社会的弱者の支援(607)

子育て支援(201)

犯罪防止(188)

災害支援(343)

成人支援(149)

その他(11)
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【生活の問題に係る相談相手】 

○生活の問題に係る相談相手については、「家族・親戚」・「友人」という身近な関係者に相談

を持ちかける人が多い一方、「相談する人がいない」という回答もありました。（複数回答

可） 

54.5%

6.1%

31.8%

1.6%
0.8%

1.3%

6.5%
1.9%

10.6%
1.3%

3.5%
2.1%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

家族・親族(338)
近所の人(38)

友人(197)

町内会役員(10)

民生委員・児童委員(5)

社会福祉協議会(8)
地域包括支援センター(40)

障がい者総合相談窓口(12)
市役所等行政機関(66)
地域の相談専門窓口(8)

弁護士、司法書士など法律の専門家(22)
その他(13)

相談する人がいない(35)

 

【相談相手の充足状況】 

○生活の問題に係る相談相手について、「現在相談している相手」から「本来相談したい相手」

を差し引いた結果、「家族・親戚」、「近所の人」、「友人」、「町内会役員」は現在相談してい

る相手が上回っていましたが、それ以外については、「現在相談している相手」が下回っ

ている状況にありました。 

123
13

98
1

▲ 26
▲ 22

▲ 37
▲ 6

▲ 90
▲ 59
▲ 59

▲ 150 ▲ 100 ▲ 50 0 50 100 150

家族・親族
近所の人

友人
町内会役員

民生委員・児童委員
社会福祉協議会

地域包括支援センター
障がい者総合相談窓口
市役所等行政機関
地域の相談専門窓口

弁護士、司法書士など法律の専門家
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(5) 計画策定後の意識変化と今後の方向性 

【地域福祉計画の認知度】 

○地域福祉計画の認知度については、「知っている」、「名前は聞いたことがあるが、詳しい内

容までは知らない」と答えた人が 56.6%でした。 

14.3% 42.3% 43.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている(87)

名前は聞いたことがあるが、詳しい内容については知らない(257)

まったく知らない(264)
 

【計画策定後の地域変化】 

○平成 28 年の第 1 期地域福祉計画策定後の地域の変化については、「市政だより、市のホー

ムページからの情報の取得」、「健康への関心や健康づくり」、「かかりつけ医・歯科医・薬

局を持つことの意識」、「振り込め詐欺など消費者被害の防止」で「良くなった」の割合が

高い状況にありました。 

「若者の地域活動やボランティアへの参加状況」、「若者以外の地域活動やボランティアへ

の参加状況」は、「悪くなった」との回答が「良くなった」との回答を上回っていました。 

20.7%

14.2%

11.0%

10.6%

9.4%

21.6%

14.7%

14.6%

18.3%

14.5%

11.1%

34.2%

14.3%

23.4%

23.0%

38.6%

42.8%

40.1%

76.4%

74.5%

63.1%

75.5%

81.7%

61.4%

79.2%

79.7%

71.3%

76.2%

81.8%

62.9%

76.4%

71.7%

70.2%

57.4%

55.9%

56.7%

2.9%

11.3%

25.9%

13.9%

8.9%

17.1%

6.1%

5.7%

10.4%

9.3%

7.1%

2.9%

9.3%

5.0%

6.9%

4.0%

1.2%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域福祉に対する理解(343)

地域で中心的に活動する人やボランティア団体数(274)

若者の地域活動やボランティアへの参加状況(282)

若者以外の地域活動やボランティアへの参加状況(273)

近所の人やボランティア、NPOとの協力(235)

地域の行事やサロン会など地域の人が集まる活動(334)

災害時に避難が困難な人への協力体制(245)

災害時の近所の人とのたすけあい(281)

子育てにやさしい地域(317)

高齢者が安心して暮らせる地域(365)

障がい者への理解と共生できる地域(280)

市政だより、市のホームページからの情報の取得(448)

生活の苦しい人が公的機関に相談しやすい環境(258)

福祉サービスへの関心(321)

福祉に関する相談体制(305)

健康への関心や健康づくり(376)

かかりつけ医・歯科医・薬局を持つことの意識(404)

振り込め詐欺など消費者被害の防止(344)

良くなった（少し良くなった） 変わらない 悪くなった（少し悪くなった）
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【充実を期待する福祉政策】 

○今後充実を望む福祉施策として「様々な相談に対応できる体制の整備」が最も高く、次い

で「近所や地域での支え合いの仕組みづくりの取組」、「生活が苦しい人が自立した生活を

継続できるための支援」と続きました。 

12.1%

15.1%

1.8%

2.8%

27.2%

9.1%

0.2%

9.8%

4.1%

5.9%

11.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

生活が苦しい人が自立した生活を継続できるための支援(68)

近所や地域での支え合いの仕組みづくりの取組(85)

ボランティアを増やすような支援(10)

段差解消などバリアフリーの推進(16)

様々な相談に対応できる体制の整備(153)

要介護状態にならないための予防の取組(51)

権利擁護の確保の取組(1)

在宅福祉を支えるための支援(55)

養育困難など課題を抱えた家庭への支援(23)

健康診断など健康を維持するための取組(33)

手当などの給付の増額(67)

 

 

 


